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経済発展 と労働力構造の変化
70年代、80年代におけ る韓 国 とメキ シ コの比較(上)











































2.韓 国 とメキ シコの経済パフ ォーマンスの相違
ラテンアメリカと東アジアの経済発展の比較に関する研究は、今まで様々な角度から行われ
てきた。両地域とも新興工業諸国として70年代まで 目覚 しい経済成長を達成 してきたが、80年
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(出所)韓 国 の デ ー タ と してWorldTables1980、WorldTables1993、国 際 労 働 経 済 統 計 年 鑑69年、79年、81年、94年
度 版 を 用 い て 筆 者 が 推 計 。 メキ シ コの デ ー タ と して 、WorldTables1980、WorldTables1993、国 際 労 働 経 済 統 計 年 鑑81
年 度 版 、EstadisticadeTrabajoySalariesIndustriales/SecretariadeIndustriayComercio1969、StatisticsontheMexican





きさといった3つ の変数で求められる。 しか し、雇用の拡大が経済開発と同様に長期的な課題
であるとするならば、重要なのは各産業部門の雇用の大きさそのものと言 うよりむ しろ、生産
額の部門別構成との関連である。その意味において、雇用弾力性は各産業の雇用吸収力を測定
する指標として しば しば用いられてきた。この節では、韓国とメキシコの雇用弾力性を計測 し、
両国における経済成長と労働力構造の関係を考察する。





となる。(2)式は、産業部門の雇用成長率が雇用弾力性 と生産の成長率 とに よって決定 される
ことを表 している。 しか し、雇用弾性値はあ くまでもj産業における雇用吸収力の指標であっ
て、j産業の雇用吸収力が経済全体の雇用にどの程度の比重を占めているかはわからない。そ
こで、雇用弾性値を各産業の就業数に対する全体の就業者数比率を乗 じて加重 した加重雇用弾
性値(WE)を 用いる。それは、j産業の産出1%の 増加に伴 う雇用増加率が経済全体の雇用
にどの程度の影響を与えるかを示 したもので、下記の(3)式で求められる。
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値よりも高い数字を示 してお り、80年代に入って同部門の雇用吸収力が増加 していることがわ
かる。
表1韓 国とメキシコの加重雇用弾性値
期 間 農林水産業 工 業 サ ー ビス業
70-90 0.15 0.19 0.33
韓 国 70-79 0.17 0.14 0.15
80-90 0.13 0.23 0.49
70-90 0.09 0.15 0.43
メキ シ コ 70-79 一〇 .08 0.09 0.41



































AX+F=Xと な り、Xに つ い て 解 く と 、
X=(1-A)一1*F一(6)((1-A)一1:逆 行 列 、1:単 位 行 列)











上記の(8)式を用いて、ある産業の最終需要が1単 位増加することによって誘発 され る各産業
の労働誘発量を、労働係数行列に逆行列を乗 じることで求められる。それを労働誘発係数行列
と呼び、その推計結果が表2(韓 国80年、90年)、表3(メ キシコ80年、90年)に示 されてい
る。例えば、表2の80年の韓国の労働誘発行列に注 目すると、農林水産業に1単位(1,000won)
一101一



















80年農林水産鉱 業 食 料 繊 維 木材加工 細 印刷化 学 非金属 基礎金属金属機械他の製造 建 設 電気ガス 商 業 運輸通信金融保険公共軍事
農林水産 0,6650,0210,3070,0650,310,0210,0150,0070,0050,0060,0290,020,0070,0060,0060,0030,048
鉱 業 0,0010,1690,0010,0030,0020,0020,0120,0060,0050,0020,0030,0020,0050,0010,003 0 0,002
食 料 0,002 0 0,0320,0010,001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0,004
繊 維 0,0010,0010,0010,1820,0010,0020,0050,0020,0010,0010,0240,0010,0020,0010,002 0 0,002
木材加工 0 0,002 0 0 0,111 0 0 0 0 0,0010,0020,006 0 0,001 0 0,0010,001
細 印刷 0 0,0010,0020,0020,0010,1410,0010,0060,0010,0020,0030,0020,0010,0030,0010,0010,003
化 学 0,0040,0040,0040,0120,0060,0080,0450,0130,0090,0060,010,0050,0180,0040,0110,0010,004
非金属 0 0 0,001 0 0,0010,001 0 0,0880,0030,0020,0010,012 0 0 0 0,0010,001
基礎金属 0 0,001 0 0 0 0,001 0 0,0010,050,0080,0020,004 0 0 0 0 0,001
金属機械 0,0010,0040,0010,0020,0020,0020,0020,0040,0040,1190,0040,0080,0020,0020,0040,0010,009
他の製造 0 0 0,0010,001 0 0 0 0 0 0 0,117 0 0 0 0 0 0,001
建 設 0,0010,0010,0010,0010,0010,0010,0010,0010,0010,0010,0010,1130,0010,0020,0010,0090,006










(%) 86.572.1 7.2 37.821.038.830.047.325.751.945.951.626.372.5602 62.472.0
間接比率
(%) 13.517.992.862.279.0612 70.052.774.348.154.148.473.727.539.837.628.0
90年農林水産鉱 業 食 料 繊 維 木材加工 細 印刷化 学 非金属 基礎金属金属機械他の製造 建 設 電気ガス 商 業 運輸通信金融保険公共軍事
農林水産 0,1710,0040,0750,0110,0610,0020,0040,0010,0010,0010,0060,0020,0010,0010,0010,0010,009
鉱 業 0 0,037 0 0 0 0 0,0010,0040,001 0 0 0,0010,001 0 0 0 0
食 料 0,001 0 0,0140,0010,001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0,001
繊 維 0 0 0 0,0580,0010,0010,001 0 0 0 0,004 0 0 0 0 0 0,001
木材加工 0 0,001 0 0 0,070,001 0 0 0 0 0,0040,002 0 0 0 0 0
細 印刷 0 0 0,0010,0010,0010,0560,0010,001 0 0 0,005 0 0 0,001 0 0 0,001
化 学 0,0020,0010,0020,0060,003 0 0,0390,0010,0010,0020,0040,0020,001 0 0,0010,0010,001
非金属 0 0 0 0 0,0010,0010,0010,0140,0010,0010,0010,0020,001 0 0,001 0 0
基礎金属 0 0 0 0 0 0 0 0 0,0170,0020,0010,001 0 0 0 0 0
金属機械 0,0010,0020,0010,0010,0020,0010,0010,0010,0010,0350,0020,0030,0010,0010,0020,0010,002
他の製造 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0,024 0 0 0 0 0,0010,001
建 設 0 0,001 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0,0310,0020,001 0 0,0020,001

















内 田 智 大
表3 メキシコの労働誘発係数行列











他の製造 0,002 0 0,0010,0030,0010,0040,001 0 0 0,001,0640,0010,0010,0010,0010,0020,004











(%) 86.765.5 13.643.435.5432 34.557.535.550.650.9722 53.777.072.658.690.3
間接比率
(%) 13.334.586.456.664.556.865.542.564.549.449.127.846.323.027.441.4 9.7
90年農林水産鉱 業 食 料 繊 維 木材加工 細 印刷化 学 非金属 基礎金属金属機械他の製造 建 設 電気ガス 商 業 運輸通信金融保険公共軍事
農林水産 8,1770,0052,5120,3001,3490,1270,0970,0680,0060,0130,0550,0510,0080,0050,0080,0040,029
鉱 業 0,01412520,0120,0220,010,0190,1570,07902360,0350,0950,0810,1910,0040,0010,0040,009
食 料 0,023 0 0,7150,0220,0050,010,0150,0020,0010,0010,0020,0010,001 0 0,001 0 0,003
繊 維 0,0060,0020,0091,5090,0190,0040,0050,0050,0020,0040,0010,0030,0030,0020,0020,0010,007




基礎金属 0,0010,0050,0030,0010,0030,0050,0030,0030,4320,0380,010,0510,0030,0010,002 0 0,001
金属機械 0,0050,0180,0090,0050,0080,0060,010,0080,0250,810,0110,0230,0260,0030,0230,0020,009
他の製造 0,0010,001 0 0,001 0 0,003 0 0 0 0,001,1920,0010,001 0 0,0010,0010,003











(%) 85.964.6 16.352.136.943.537.044.2272 48.065.080.947.473.666.949.489.6
間接比率
(%) 14.135.483.747.963.156.563.055.872.852.035.0 19.152.626.433.150.6 10.4
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表4メ キシコと韓国の80年から90年にかけての最終需要別誘発雇用量の増加率 (単位:%)
家計消費支出 国内総資本形成 在庫増分 政府支出 輸 出 合 計
韓国 墨 韓国 墨 韓国 墨 韓国 墨 韓国 墨 韓国 墨
農林水産 一352 4.0 一30 .7 一10 .3 一115 .0 一32 .0 一〇 .7 一3 .0 一37 .8 30.5 一28 .4 1.9
鉱 業 一44 .8 14.3 44.0 5.1 72.0 33.3 一55 .4 2.9 一50 .0 75.3 一34 .7 33.9
食 料 17.4 12.1 148.1 一33 .1 88.7 17.3 81.7 一27 .3 106.8 10.1 28.7 11.8
繊 維 一9 .7 一15 .8 31.6 一52 .5 一111 .9 50.3 17.4 352 38.6 58.1 16.4 一9.7
木材加工 121.7 一21 .3 126.8 一45 .7 一92 .1 2.4 512 一31 .3 一5 .7 218.3 95.5 一21 .9
紙 ・印刷 40.7 一〇 .5 21.1 一41 .1 一99 .1 206.6 一3 .5 一5 .4 73.4 53.8 33.3 3.8
化 学 50.0 132 110.9 一29 .8 一87 .7 772 582 162 942 136.3 78.1 24.5
非 金 属 340.0 49.5 一7 .1 一392 1166.5104.0 67.7 72 67.1 218.7 47.5 122
基礎金属 219.4 一39 .8 702 一45 .8 一845 .7 50.5 一22 .1 一492 24.6 347.7 47.6 一19 .5
金属機械 374.7 一392 122.9 一41 .5 一17 .8 186.3 24.5 一56 .4 106.4 357.3 132.1 一5.1
他の製造 160.7 一23 .3 292.0 89.8 一85 .7 116.4 94.5 一20 .6 一14 .1 424.4 44.0 55.4
建 設 73.3 n.a. 61.5 24.8 一22 .5 n.a. 一39 .7 n.a. 55.0 n.a. 592 24.8
電気ガス 82.4 46.1 70.6 一8 .1 一146 .9 183.1 65.9 2.1 38.6 96.8 65.4 40.1
商 業 32.5 21.7 155.8 一19 .4 64.3 71.5 一66 .3 一5 .3 132.5 23.6 49.4 15.4
運輸通信 58.5 21.3 120.5 一25 .0 一16 .8 55.5 42.5 一2 .7 24.7 892 492 19.7
金融保険 160.0 61.3 276.7 30.6 15.6 155.8 183.8 13.8 163.8 134.0 181.6 59.0
公共 ・軍事 374.5 21.6 74.1 一2 .3 一372 124.4 一4 .9 一5 .3 66.0 92.1 65.0 13.9




家計消費支出 国内総資本形成 在庫増分 政府支出 輸 出
80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年
農林水産 83.0 752 4.8 4.6 一72 1.5 3.5 4.9 15.9 13.8
鉱 業 382 32.3 17.6 38.7 一2.3 一62 5.4 3.7 41.1 31.5
食 料 85.9 78.4 0.7 1.4 2.6 3.9 4.7 6.7 6.0 9.7
繊 維 312 242 1.4 1.6 4.5 一〇 .5 1.0 1.0 61.9 73.6
木材加工 182 20.6 51.5 59.7 一9.8 一〇 .4 2.5 2.0 37.7 182
紙 ・印刷 44.3 46.7 13.1 11.9 5.7 0 11.8 8.5 252 32.9
化 学 452 38.0 13.1 15.6 一2.0 一〇 .1 52 4.6 38.5 42.0
非 金 属 11.5 34.3 622 392 一〇.5 一3 .8 3.3 3.8 23.4 26.6
基礎金属 6.4 13.9 32.7 37.7 0.3 一1 .6 3.5 1.8 57.1 48.3
金属機械 9.4 192 42.6 40.9 2.6 0.9 4.1 22 41.4 36.8
他の製造 25.6 46.4 3.9 10.7 52 0.5 4.7 6.3 60.6 36.1
建 設 4.3 4.7 912 92.5 0 0 2.6 1.0 1.9 1.9
電気ガス 47.6 52.5 16.8 17.3 0.6 一〇2 6.1 6.1 28.9 242
商 業 58.7 52.1 11.4 19.5 0.8 0.9 13.3 3.0 15.7 24.5
運輸通信 47.8 50.8 8.4 12.5 0.6 0.3 3.1 2.9 40.1 33.5
金融保険 60.4 55.8 17.4 23.3 0.4 0.1 4.9 4.9 17.0 15.9




家計消費支出 国内総資本形成 在庫増分 政府支出 輸 出
80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年
農林水産 82.6 842 3.0 2.6 8.4 5.6 0.6 0.6 5.5 7.0
鉱 業 29.7 25.3 28.0 22.0 4.1 4.1 2.7 2.0 35.5 46.5
食 料 90.0 902 0.5 0.3 4.4 4.6 0.4 0.3 4.7 4.6
繊 維 86.4 80.6 2.1 1.1 3.3 5.5 1.5 1.1 6.7 11.7
木材加工 512 51.6 39.8 27.7 4.8 6.3 0.8 0.7 3.4 13.7
紙 ・印刷 64.5 61.8 142 8.1 2.8 8.4 9.9 9.1 8.6 12.7
化 学 63.9 582 14.4 8.1 5.5 7.9 5.0 4.6 112 21.3
非 金 属 36.0 48.0 51.1 27.7 3.9 7.1 4.4 42 4.6 13.1
基礎金属 17.0 12.7 71.5 482 4.9 9.1 1.4 0.9 52 29.1
金属機械 292 18.7 58.9 36.3 1.4 4.1 2.3 1.0 8.3 39.9
他の製造 64.4 31.8 192 23.4 0 4.0 5.1 2.6 11.3 382
建 設 0 0 100 100 0 0 0 0 0 0
電気ガス 59.7 68.8 202 112 1.9 0.8 72 1.0 10.9 182
商 業 652 68.8 16.1 112 0.5 0.8 12 1.0 17.0 182
運輸通信 73.7 74.7 14.4 9.0 0.6 0.8 3.1 2.5 82 13.0
金融保険 83.8 85.0 7.3 6.0 0.4 0.6 5.5 3.9 3.0 4.5
公共 ・軍事 55.4 592 5.7 4.9 0.3 0.5 34.8 28.9 3.9 6.5
これらの結果から以下のことが考察できる。
1)87年以降の経済自由化政策によりメキシコは輸出成長率を高めてお り、輸出志向型工業化












次 に、韓 国 とメキ シ コに おいて最終 需要が1単 位(100万ドル)増 加 した時、 どち らの国で
よ り効果的に多 くの誘発雇用量が引 き出され るか とい う比較を行 う。各最終需要項 目に よって
生 じた雇用量(1BF1、IBF2、1BF3、IBF4、1BF5)を、それ ぞれ の最終需要項 目の生産額 の合
一107一
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計で割る。 この値を最終需要項 目別の労働投入誘発係数 と定義する。よって、i産業における
最終需要要素jの項 目別の労働投入誘発係数は次の(10)式で求められ る。
1i*Bi*Fij/ΣYij一(lo)
その結果は、表7(韓 国)お よび表8(メ キシコ)で示されている。例えば、80年の韓国で
は家計消費支出1単 位の増加は、産業間の波及効果を通 じて農林水産業でll2人、食料で7人 、






よ りも大であ った。両国間の格差が大 きい産業は、繊維(4.8倍)、金属機械(3.3倍)、化学














表7韓 国の最終需要別の労働投入誘発係数 (単位:人/百 万 ドル)
家計消費支出 国内総資本形成 政府支出 輸 出 最終需要
80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年
農林水産 111.5 21.3 13.4 1.9 26.4 7.4 42.5 7.1 62.4 11.6
鉱 業 1.4 02 1.3 0.4 1.1 0.1 2.9 0.4 1.7 0.3
食 料 6.6 2.3 0.1 0.1 2.0 1.0 0.9 0.5 3.6 12
繊 維 8.3 22 0.8 02 1.4 0.5 32.6 12.1 12.3 3.7
木材加工 0.5 0.3 3.0 1.4 0.4 02 2.1 0.5 1.3 0.7
紙 ・印刷 1.7 0.7 1.1 0.3 2.5 0.7 1.9 0.9 1.8 0.6
化 学 5.1 22 3.1 1.3 3.3 1.4 8.6 4.5 52 2.4
非 金 属 0.5 0.6 52 1.0 0.7 0.3 1.9 0.8 1.9 0.7
基礎金属 02 02 2.6 0.9 0.7 02 4.3 1.5 1.8 0.7
金属機械 2.1 3.0 20.3 9.0 52 1.8 18.7 10.4 10.6 6.4
他の製造 0.8 0.6 02 02 0.8 0.4 3.6 0.8 1.4 0.5
建 設 1.0 0.5 46.3 14.9 3.5 0.6 0.9 0.4 112 4.6
電気ガス 0.6 0.3 0.4 0.1 0.4 02 0.7 0.3 0.6 02
商 業 44.4 17.3 18.1 92 56.5 5.3 23.6 14.8 352 13.6
運輸通信 8.5 4.0 32 1.4 3.0 12 142 4.8 8.3 32
金融保険 5.8 4.4 3.5 2.6 2.6 2.1 32 2.3 4.4 32
公共 ・軍事 9.4 132 6.9 2.4 235.5 62.8 10.5 4.7 28.0 12.0
合 計 208.4 73.4 129.5 472 3462 86.3 173.3 66.8 191.5 65.6
表8メ キシコの最終需要別の労働投入誘発係数 (単位:人/百 万 ドル)
家計消費支出 国内総資本形成 政府支出 輸 出 最終需要
80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年
農林水産 45.3 28.3 42 3.3 2.9 22 20.1 112 32.8 20.9
鉱 業 0.6 0.4 1.5 1.4 0.5 0.4 4.8 3.6 12 1.0
食 料 52 3.5 0.1 0 02 0.1 1.8 0.9 3.5 2.4
繊 維 3.7 1.9 02 0.1 0.6 0.3 1.9 1.3 2.6 1.4
木材加工 0.7 0.3 1.5 0.7 0.1 0.1 0.3 0.4 0.8 0.4
紙 ・印刷 0.8 0.5 0.4 02 1.1 0.8 0.7 0.4 0.7 0.5
化 学 1.7 12 1.0 0.6 12 1.1 2.0 2.0 1.6 12
非 金 属 0.5 0.5 2.0 1.1 0.6 0.5 0.5 0.6 0.9 0.6
基礎金属 02 0.1 1.9 0.9 0.1 0 0.3 0.7 0.6 0.3
金属機械 1.5 0.6 82 4.1 1.1 0.4 2.9 5.7 32 1.9
他の製造 0.3 0.1 02 0.4 02 0.1 0.4 0.8 0.3 0.3
建 設 0 0 48.9 52.9 0 0 0 0 112 8.7
電気ガス 0.5 0.4 0.4 0.3 0.5 0.4 0.6 0.5 0.5 0.4
商 業 18.6 13.6 12.0 8.4 32 2.3 32.3 17.0 17.0 12.3
運輸通信 6.4 4.7 3.3 2.1 2.5 1.9 4.8 3.9 52 3.9
金融保険 2.5 2.5 0.6 0.7 1.5 1.3 0.6 0.6 1.8 1.8
公共 ・軍事 30.8 22.5 8.3 7.0 178.4 128.1 14.3 11.7 33.1 23.6
合 計 119.3 81.0 94.7 842 194.9 139.9 88.4 61.4 116.9 81.7
一109一
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表9メ キシコと韓国の労働投入誘発係数の比率
家計消費支出 国内総資本形成 在庫増分 政府支出 輸 出 最終需要
80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年 80年 90年
農林水産 2,459 0,750 3,158 0,562 11,7043,4559,034 3,421 2,112 0,635 1,903 0,553
鉱 業 2273 0,537 0,885 0279 5,629一9.708 2,188 0,351 0,607 0,109 1,372 0277
食 料 1267 0,649 1,503 1283 一4.450 9,5759,096 8,403 0,507 0,600 1,033 0,792
繊 維 2237 1,174 3,374 2,151一47.126 一4.979 2,451 1,64216,9969,390 4,812 2,569
木材加工 0,701 0,968 2,049 1,970 22,616一2.325 3,613 2,940 6,596 1233 1,539 1,595
紙 ・印刷 2248 1,556 2,411 1,142一36.562 0,1482,348 0,885 2,876 2,044 2,547 1,355
化 学 2,998 1,938 3,106 2,149 8,742一〇.814 2,677 1,349 4,335 2246 3,300 1,953
非 金 属 0,846 1218 2,578 0,908 1,703一14.142 1215 0,703 3,996 1,321 2,059 1,120
基礎金属 1,440 3,740 1,401 1,013 一1.432 一9.490 5,906 3,35112,4182,180 2,977 2260
金属機械 1,380 5271 2,479 2,177 一44.810 17205 4,682 4,950 6,373 1,813 3,334 3,374
他の製造 2,519 4,191 1,036 0,493 一78.085 5,6823,500 3,17010,0711,040 4,928 1,889
建 設 n.a. n.a. 0,947 0282 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 1,009 0,533
電気ガス 1266 0,774 1,053 0,450 一2.694 一〇.597 0,815 0,490 1248 0,554 1235 0,604
商 業 2,395 1276 1,510 1,103一24.358 3721217,5672,316 0,731 0,867 2,069 1,109
運輸通信 1,323 0,846 0,960 0,650 一10.371 7,4251211 0,656 2,957 1228 1,585 0,818
金融保険 2281 1,799 6,036 4,011 一16.954 10,4261,685 1,554 5284 3,755 2,461 1,804
公共軍事 0,307 0,586 0,829 0,340 一4.456 1,6671,320 0,490 0,735 0,400 0,844 0,506
合 計 1,746 0,906 1,368 0,561 6,6404,0761,777 0,517 1,961 1,087 1,639 0,803
(注)メキ シ コの建設業 の国内総資本形成以外 の最終需要 が0なので、建設業 の労働投入誘発係数 の比率 は推 計で きない。
注
1)細野は両地域の経済発展の要因を、成長の基本的要因(物 的資本、人的資本、生産性)、経済政策、
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